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滲論　説く≦ξ

　　　　　公害の産業連関分析（その2）

一通商産業省昭和46年公害分析用産業連関表について一

林　　　　英　　　機

前回まで

1．モデルの一般的表示

2．数値例によるモデルの確認

（1）産出高決定モデル

（2）価格決定モデル

（3）公害分析用産業連関モデルによる若干の分析事例

　①ある汚染許容量の下での生産活動

　②汚染除去係数の変更の影響

以下今回

　2．数値例によるモデルの確認

　　③　環境汚染の構造分析

　産業連関モデルは産業の予測や計画への適用とともに，産業構造の分析のための強力な手段

をも提供するものであるが，この公害分析用産業連関モデルも産業の汚染発生構造等の分析の

ために使用することができる。以下においては，そのようないくつかの適用例の紹介を行なう。

　　（a）最終需要項目別汚染誘発量

　まず，各産業部門が排出している汚染物質の発生量は究極的にどの最終需要項目にどれだけ

依存しているかを考えることにする。

　各産業部門が発生している汚染物質量は次のように求められる。

　　ムG＝μX

一倉｛［1－r（A1＋A、食安）］－1［rF＋E＋T］｝

ここで，地域内最終需要Fをさらに家計消費等C及び総固定資本形成等1に分け（即ち，F＝C
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＋1），表示の単純化のために逆行例［1－r（A1＋A、食倉）］－1をBによって表わすと，上記の式

は次のようになる。

　　ムG＝μ｛B［r（C十1）十E十T］｝

　　ム　　　　　　　　ム　　　　　　　ム　　　　　　ム

　＝μBFC十μBrI十μBE十μBT

かくして，発生汚染物質量Gはそれが最終的に依存している各々の最終需要項目別に分割され

る。即ち，

　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　μBrc：家計消費等Cによる汚染物質発生量

　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　μBFI：総固定資本形成等1による汚染物質発生量

　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　μBE　：輸出Eによる汚染物質発生量

　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　μBT　：移出Tによる汚染物質発生量

　しかし，より問題となるのは，総発生量ではなくて，環境に排出される汚染物質量である。

各産業部門の汚染防止活動によって除去される汚染物質量Dは

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　D＝λG

であり，従って，環境に排出される汚染物質量は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　G－D＝＝G一λG＝・［1一λ］G

である。従って，上記のGの最終需要項目別分解式をこれに代入すると，環境への汚染物質排

出量は

　　　　　　　　　　ム　　　　G－D＝［1一λ］G

　　　　　　＿［1一禽］倉BrC＋［卜食］倉Brl＋［1諭］倉BE＋［1一会］倉BT

のようにそれを誘発する最終需要項目別に分割して表示される。即ち，

　　　　　　　　　ム　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ
　　　　　　　［1一λ］μBrc：家計消費等Cによる汚染物質排出誘発量
　　　　　　　　　ム　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

　　　　　　　［1一λ］μBrI：総固定資本形成等1による汚染物質排出誘発量

　　　　　　　　　ム　　ム　　　　　　　［1一λ］μBE　：輸出による汚染物質排出誘発量
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　　ム　　ム［1一λ］μBT　：移出による汚染物質排出誘発量

かくして，環境に排出された汚染物質量のうちのどれだけが各々の最終需要項目に依存してい

るかが明らかにされることになる。

　上記における仮設数値例を用いて，この環境への汚染物質排出量の最終需要項目別の分割を

行ってみる。先に示した各係数等によると，

　　　　　　繭一｛［∴［∵∴］｝［∵∴］

　　　　　　　　　　　×［齢1：IHI：1：ll：：：：1：］

　　　　　・撫一［0．06724　　0．007450．01417　　0．07635］［°甲。∴］

　　　　　　　　　　　一［∴：：：：1］

また，各最終需要項目は，

C－

m：：］・1－［：：］・E－［1］

であるので，このような数字を上記の式に代入すると，次のような結果が得られる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　ム家計消費等による汚染物質排出誘発量＝［1一λ］μBrc

－［0．05977　　0．00630O．01260　　0．06457］［：：］一［：：］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　ム総固定資本形成等による汚染物質排出誘発量＝［1一λ］μBI「1

－［1：1：：：：：：1：1］［：：］一［1：］
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　ム輸移出による汚染物質排出誘発量＝［1一λ］μBE

－［：°：1：∵：：：］［1］一［1．：］

　先の表2の仮設例における環境への汚染物質排出量は産業部門による排出15，及び，家計等

が排出する外生的排出分の5を併せて20であるとされているが，上記の計算結果を整理すると，

各最終需要項目が結果的に排出の原因となっている汚染物質排出量は次の表のように表わすこ

とができる。

家計消費等
総固定資本

`　成　等
輸　移　出 計

第1部門

謔g部門

O　　生

3．4

S．8

T．0

2．2

R．2

0．4

P．0

6．0

X．0

T．0

計 13．2 5．4 1．4 20．0

　かくして，この仮設経済においては20の汚染物質が環境に排出されているとされているが，

このうち，家計消費等は第1部門3．4及び第皿部門4．8の排出の原因となっているとともに，こ

の部門自身が5のを排出して，合計13．2の汚染物質の排出をもたらしている。さらに，総固定

資本形成等は第1部門において2，2，第皿部門において3．2の合計5．4，輸移出はそれぞれ第1部

門0．4，第皿部門1．0の合計1．4の排出を誘発している，ということが明らかになる。或いは，こ

の表は，第1部門の汚染排出量6は家計消費等によって3．4，総固定資本形成等によって2．2，

輸移入によって0．4が誘発され，第H部門の汚染排出量9は家計消費等によって4，8，総固定資

本形成等によって3．2，輸移出によって1．0，それぞれ，誘発されているとみることもできる。

　　（b）汚染物質排出量の変動要因分析

　例えば2つ以上の時間的に比較可能な産業連関表がある場合，それを利用して，産業別の産

出，付加価値，雇用等の時間的な変動要因分析を行なうことができることはよく知られている。

同様の分析方法は産業別汚染物質排出量の変動要因の分析にも適用することができる。この公

害分析用産業連関表作成当時にはまだこの表のみしかなかったので，このような変動要因分析

は行なわれていないが，その分析用モデルは次のように提示することができるであろう。

　環境への各産業部門の汚染物質排出量を

　　　　　　ム　ム　　　　　　　　　　ム　ム
G－D＝［1一λ］μX＝［1一λ］μBFA
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とし，さらに記号を

FA：産業別最終需要総額ベクトル

　　　　ムz：［1一λ］

S：最終需要総額（スカラー）

e：最終需要総額の各最終需要項目別配分ベクトル

k：各最終需要項目の産業品目別配分行列

と定義すると，最終需要総額ベクトルは

　　　ムFA＝keS

と表わすことができるので，これを上記の式に代入すると，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　ム　　　　　　　　　　　ム　　　　　ム
　　　　　　　　　　　G－D＝［1一λ］μBFA＝zμBkeS

が得られる。ここで，倉はeの対角行列である。

　ここで，2つの年次の比較可能な公害分析用産業連関表が存在し，一方を基準年次表，他方

を比較年次表とする。基準年次と比較年次との変化分を△によって表わすと，基準年次と比較

年次との問の汚染物質排出量の変動分△（G－D）は次のように表わすことができるであろう。

　　　△（G－D）＝比較年次の汚染物質排出量一基準年次の汚染物質排出量

　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　ム
　　　　　　　　＝（z十△z）（μ十△μ）（B十△B）（k十△k）（e十△e）（S十△S）

　　　　　　　　　　　ム　　　　　ム
　　　　　　　　　ーzμBkeS

△Z，△倉，△B，△k，△倉及び△Sはそれぞれの項目の比較年次における基準年次からの

変化分を表わしている。かくして，上記の式のかっこを解いて整理すると，次のような変動要

因分解式が得られる。この式を構成している各項の意味はその下に記されている通りである。

　　　　　　　　　ム　　　　　ム　　　　　　　　　　　ム　　　　　　ム　　　　　　　ム　　　　　　　　　　ム

ム（G－D）＝（△z）μBkeS十z（△μ）BkeS十zμ（△B）keS

　　　　　　汚染除去係数変化　汚染発生係数変化　　逆行列の変化による

　　　　　　による変動分　　　　による変動分　　　変動分
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　　ム　　　　　　　　　ム　　　　　　　ム　　　　　　　　ム　　　　　　　　ム　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　しゐ

＋zμB（△k）eS＋zμBk（△e）S＋zμBke（△S）＋各種の父絡項

各最終需要項目の　　各最終需要項目の　　最終需要額の変化

品目構成変化によ　　構成変化による変　　による変動分

る変動分　　　　　動分

かくして，2つの年次の間の汚染物質排出量の変化は汚染除去係数，汚染発生係数逆行列，

最終需要の品目構成，最終需要項目の構成及び最終需要総額のそれぞれの変化の寄与分に要因

分解されることになる。

　先にも述べたように，例えば，比較可能な2つの年次の公害分析用産業連関表が利用可能で

あるならば，上記のような要因分解公式を用いることによって，2つの年次の間における環境

へ排出された汚染物質量の変化の様々な要因別の変動要因分析を行なうことが可能である。し

かし，当時の時点においては複数の年次のこのような表はまだ利用可能ではなかったので，そ

れは単に公式の提示のみに留まっており，実際の分析への適用は可能ではなかった。

3．昭和46年通産省公害分析用産業連関表による分析結果

　上記の記述は，通産省が作成した昭和46年公害分析用産業連関表の仕組みとそれを用いての

いくつかの分析方法の例を基本的なモデルと簡単な仮設的数値例を用いて示したものである。

そこに示された計算例は2産業×2産業の産業連関表によるものであるが，それはそのまま実

際の地域或いは全国についてのより多部門な産業連関モデルに直接的に適用可能である。

　先に記したように，通産省がこの時に実際に作成した表は昭和43年の関東臨海地域を対象と

した地域産業連関表である。通産省はこの産業連関表を用いて実際にいくつかの公害の産業連

関分析を行なっている。それが行なわれたのは今から30年前のことであり，分析結果の数字自

体には現在ではそれほど大きな意味はないので，実際の数字の掲載は省略するが，実際にどの

ような分析が行なわれたかをみることは現在の時点においてもなお興味深いことであると思わ

れるので，その内容についてのみ記すことにする。

　　q）昭和43年の最終需要項目別汚染誘発量と汚染誘発係数の計算

　最終需要項目別汚染誘発量の計算方法は上記に記した通りである。汚染誘発係数とは，各最

終需要汚染誘発量÷各最終需要額，として計算され，各最終需要項目単位当り汚染誘発量を示

すものである。昭和43年のことであるが，地域内最終需要の誘発量は全排出量の47％であるの

に対して，輸出及び移出の誘発量は53％と極めて高く，また，輸出及び移出の汚染誘発係数も

極めて高い。このことは，関東臨海地域が海外や国内他地域のための工場となっており，その

ことがこの地域の環境汚染を悪化させているという評価が行なわれている。
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　　（2）昭和50年への予測

　このようにして作成された昭和43年表をべ一スにして昭和50年への予測が行なわれている。

このためには，まず，昭和50年の最終需要水準の予測が行なわれる。この作業が行なわれた昭

和46年は，現在から回顧すれば，高度経済成長が終わろうとしていた時期であるとともに，2

年後に石油ショックという予測されざる事態を控えていたが，その当時においてはまだ高度成

長が続くものと考えられており，昭和50年の最終需要は高い水準に設定されていた。このよう

な経済規模の拡大やエネルギー消費構造の変化の想定の下に，昭和50年の産業別の生産額，汚

染物質の発生量，除去量及び排出量の予測が行なわれ，昭和50年想定産業連関表が作成される。

このような想定産業連関表を用いて，昭和43年と50年についての産業別の汚染物質排出係数及

び除去係数，最終需要項目別汚染物質及び汚染誘発係数の計算が行なわれ，その間の比較分析

が行なわれている。

　　（3）環境対策のシミューレーション分析

　昭和43年の実際表と上記のようにして作成された昭和50年想定表を使用して環境対策につい

てのいくつかのシミュレーション分析が行なわれている。

　まず，昭和50年においてある汚染許容量を設定して，それを達成しようとする場合の影…響の

計算が行なわれている。2つの許容量が設定され，その1つは昭和50年の汚染許容量を昭和43

年の排出量の水準に留めようとするもの，もう1つはそれをさらに2／3程度にまで削減しよ

うとするものである。その各々のケースについて生産額の増加と公害防止投資の増加が予測さ

れ，かくして，公害という外部不経済を除去する活動は生産と投資の増加を伴うものであると

いう結果が得られるという結果が得られている。

　もう1つの分析は汚染防止に必要なコストが各産業部門の生産物の生産コストにどのような

波及効果をもたらすかを示した上記の価格モデルを用いて行なわれている。まず，昭和43年表

及び50年表における汚染防止コストが各産業の生産コストを上昇させている割合が計算されて

いる。昭和43年及び50年ともにその影響は大きなものではないが，昭和50年にはその影響はや

や大きくなり，また，両年ともに最大の影響を受けている部門は電力であるという結果が得ら

れている。次に，汚染除去係数をそれぞれの年次について各産業一律に10％引き上げた場合の

生産コストへの影響が計算されているが，10％程度の引き上げの影響は両年ともにごくわずか

なものであるという結果が得られている。さらに，汚染防止活動強化の必要が特に大きいと考

えられた産業である，「電力」，「銑鉄・粗鋼」，「基礎化学薬品」，「石油製品」の各部門の汚染

除去率を50％に引き上げ（即ち，汚染除去係数を0．5に引き上げ），他の産業の除去係数は現状

維持とした場合の産業別の生産コストへの影響が計算されている。当然のことながら，上記の

ような産業においてはかなりのコストアップが生ずるが，このような産業は他の産業への影響

が大きい産業であるので，他の産業へのコストアップの波及効果もかなり大きなものになると

いう計算結果が得られている。
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　以上において説明してきた通商産業省の公害分析用産業連関表は昭和43年を対象として昭和

46年に作成されたものである。それが作成されたのは今から30年前のことであるが，Leontief

の構想を最も早期に実現したものの1つであり，そこに展開されているモデルは環境分析用産

業連関モデルへの手引きとしてなお有益であると考えられる。この産業連関表は地域産業連関

表として作成されているが，そこに示されているモデルの考え方は全国を対象とした産業連関

表に対しても適用し得るものであり，従って，やや詳しい数値例を示しながらそれを説明した。

　産業連関分析を環境問題に適用することの可能性は1960年代においてすでにいくつかの構想

が提示されていたが，LeonUefが1970年に提示したモデルはその明快さと実行可能性のために

特に注目を受けた（産業連関分析の環境問題への適用についてのサーヴェイにはForsund［2］，

Miller　and　Blair［9］がある）。その後の発展については，理論面においてはFlick［1］によっ

てLeontiefのモデルが負の解をもつことがあるとの反例が提示され，　Leontiefのいわゆる“拡

大された投入一産出モデル”の非負解の存在条件等のこのモデルの理論的妥当性を巡る議論が

展開された（例えば，Leontief［5］，　Steenge［13］，　Lowe［7］，　Moore［10］，　Lee［3］，　Rhee

and　Miranowski［11］，　Stone［12］，　Luptacik　and　Bohm［8］など）。実証面への適用について

は，このモデルの提示者であるLeontief［6］自身がいち早くそれに着手したのを始めとして

多くの研究が行なわれている。また，国連のHandbook　of　National　Accountingの一環として

発行された投入一産出表のハンドブック［14］においてもその1つの章において環境の産業連

関分析が取り上げられるようになっている。日本におけるこの分野の研究については，通産省

におけるここで紹介したものを始めとする研究や1991年環境白書などがあるが，この研究の1

つの輝かしい成果は慶応義塾大学産業研究所グループによる研究［15］，［16］であり，日本に

おけるこれまでの環境の産業連関分析の研究のリストについてもそれにみることができる。こ

のような理論及び実証面における展開についてはさらに稿を改めて取り上げたい。
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